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東アジア地域における人為起源硫黄酸化物排出量地図の作成

山 本 浩 平 ・星 野 順 至 ・吉 田 知 央 ・笠 原 三紀夫

Estimate of Anthropogenic Sulfur Dioxide Emission in East Asia
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硫黄 酸化 物 の長 距離輸 送 モデ ルの入 力 デー タ整 備 を目的 として,東 ア ジア地域 にお け る人為起 源

硫 黄酸 化物 の排 出量 の推 計 を行 った。従 来 の研 究 を参 考 に輸送 ・生 活部 門か らの排 出量推 定手 法 に

つ いて検討 し,ま た新 しい デー タ を用 い る こ とに よって1995年 におけ る二 酸化硫 黄(SO2)の 排 出

量地 図 を作 成 した。 推計 結果 は60km×60kmグ リッ ド上 で整 理 して い る。 日本 や韓 国 では石 油か

らの排 出 が石炭 か らの もの を上 回 ってい るが,中 国 では石 炭 由来 の ものが大 きな割合 を占め る結 果

とな った。 中国 は東 ア ジア地域 にお け る総排 出量 の約88%を 占め て お り,こ れ が地 域全 体 の大 気

汚染 の特 性 を支 配 して い る。 また利 用部 門別 では各 国で 異 な った特性 を示 し,日 本 に お い て は輸

送 ・生 活部 門 か らの排 出が比 較的大 き く,中 国,台 湾 な どは工 業部 門か らの排 出が大 きな割合 を 占

め るこ とが分 か った。 また従 来 の推計 結果 と比較 し経 年変 化 を調べ た ところ,特 に 中国,台 湾 で は

SO2排 出量 の増 加傾 向が 認め られ た。 これ は石 炭消 費 量 の経年 変 化 か ら予 想 さ れ る結 果 と同 じで

あ り,石 炭 消 費量 がア ジア地 域 におけ る硫 黄酸化 物排 出量に大 き く影響 を及 ぼす こ とが わか った。

1. は じ め に

広 域大 気環 境 問題 の一つ として酸 性物 質 の長距 離輸

送 と沈 着が 注 目され てお り,酸 性 の雨や 霧 に よる森林

の衰 退,湖 沼の酸 性化 と水 棲生 物 の死滅,金 属 の腐敗

や大 理石 の建 造物,彫 刻 な どの崩壊,人 体 へ の悪 影響

な どが予 想 され て い る。 欧州,北 米 な どで は早 くよ り

この問題 が顕 在化 してお り,そ の現 象解析 と影響 評価

を 目的 とした長 距離輸 送 モデ ルの 開発が 進 んで い る。

近年,東 ア ジア地 域 を対象 とした解 析 も進 んで きて い

るが,そ の 入力 デー タ とな る酸 性物 質排 出量 の推 計 に

つ いて は まだ少 ない。

東 ア ジ ア地 域 を対 象 として 大気 汚 染 物 質 排 出量 の

地 域分 布 をグ リッ ドベ ー ス で推 計 した もの と して,

Fujita et al.1), Akimoto et al.2),東 野 ら3)等 が あ る。

Fujita et al.の研 究 は この地 域 を対 象 とした最初 の研

究例 で あ り,こ れ は1986年 にお け る 日本,中 国,韓

国,台 湾,北 朝 鮮 か ら排 出 され るSO2排 出量 を80×

80kmグ リッ ド上 で整 理 して い る。Akimoto et al.

の推 計はか な り広域 を対 象 とした もの で あ り,1970,

1980, 1987年 につ いてSO2, NOx, CO2を 北緯10度

か ら 北 緯55度,東 経60度 か ら 東 経150度 を1゜×1゜

単位 で推 計 した もの で あ る。 東 野 らの推 計 は1990年

を対 象 とした もの であ り,中 国 を省別,都 市別 に推 計

し,そ の結 果 は80×80km正 方 グ リッ ド,お よび1゜

×1゜グ リッ ドご との デー タ と して整理 されて い る。

1990年 以 降,東 ア ジ ア地 域,特 に 中 国 の 経 済 的 急

成長 に伴 って長 距離 輸送 を含 む広域 環 境 問題 に注 目が

集 まっ てお り,こ の現象 解 明,影 響 評価 手 法 の確 立 が

迫 られて い る。 このため に は長距 離輸 送 モデル の開発

のみ で な く,そ の基礎 資料 としての排 出量 デー タの整

備 が 継続 的に行 われて い く必 要が あ る。 そ こで本 研 究

で は,こ れ らの手法 を参考 に しなが ら新 しい資料 を用

い,ま た 日本,中 国に おけ る輸送部 門 ・生 活 に伴 う排

出の排 出量 推定 に お いては,自 動 車 台数,貨 物 ・貨客

量 な どの生 活 に直接 関 わ る統 計 資料 まで遡 って反映 さ
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せ る手法 を用 い る こ とに よ り,東 ア ジア地 域 におけ る

人為 起 源SO2排 出量 の よ り実 態 に即 した推 計 を行 っ

た。更 に,こ の推計 結果 を長 距離輸 送 モデ ルへ の適用

す るこ とを考 慮 に入 れ,直 交格 子系 で整 理 を行 って東

ア ジア地域 にお け る硫 黄酸 化物 の排 出量 地 図 を作 成 し

た。

2. 推 計 手 法 の 概 要

本研 究 での対 象領 域 をFig.1に 示 す。 ほ ぼ東 経100

度 ～150度,北 緯20度 ～50度 の 範 囲 で あ り,日 本,

朝鮮 半 島,中 国の東 半分,そ の他 モ ンゴル,ベ トナ ム

な どの 諸 国が 含 まれ る。 また,1995年 の 資 料 を用 い

て推 計 を行 って お り,そ の値 を60km×60kmの 直交

格 子 上 で整理 してい る。 この直 交格子 系 はほぼ領 域 の

中心 とな る東 経125度,北 緯35度 の 点 を基 準 とした

地 図 投影法4)を 用 いて生成 した もの であ り,対 象領 域

内の任 意 の地点 につ い て,以 下の 式に よ り格 子平 面へ

投 影 され る。

あ る地 点(経 度 θ,緯 度 φ)の 地 図上 におけ る位 置

(ｘ,y)は,

(1)

と表 され る。 こ こで(x0,y0)は 基準 点 の地 図 上 の位

置,D,Doは それ ぞれ地 図上 の北極 か らそ の対象 地点,

原 点 までの 距離 で あ り,

(2)

(3)

と表 す こ とが で き る。 φoは 基準 点 の緯 度,zsは そ の

基準 点の余 緯度 で あ る。

Fig.1 .Map of the area subjected to this work .

SO2の 排 出 源 と して,燃 焼 施 設 か らの 排 出,硫 酸

生産 施 設か らの排 出,非 鉄 金属精 錬 施設 か らの排 出,

輸送 部 門 ・生 活 に伴 う排 出(以 後 非 生産 部 門 とす る)

か らの排 出 を考 慮 し,燃 焼施 設,お よび非 生産 部 門か

らの排 出につ いて は,消 費部 門別,お よび燃料種 別 の

燃料 消 費量 に排 出係数 表5)(Emission Factor (EF))

を掛 け る こ とに よ り,SO2の 排 出量 を求 め た。 こ の

排 出係数 表 は,石 炭,ガ ス,石 油,植 物 燃料 の4エ ネ

ル ギー 区分,計27燃 料 種別 ご とに排 出係数 が算 出 さ

れ てお り,転 換部 門が7種,工 業 部 門が4種,輸 送 部

門が4種,そ の他2種 類 に分 類 され てい る ため,燃 料

使 用 量の算 出 に 当た っては,こ の区分 に従 って整理 し

た。発 電 に伴 う排 出はエ ネ ルギー転 換部 門の 中に含 ま

れ て い る。 た だ し本研 究 で は,輸 送 部 門の 内,発 生源

位 置の特 定 が難 しいため航 空機 につ いては考 慮せ ず,

また,植 物燃 料 につ いて は推計 を行 っ てい ない。

また,硫 酸 生産施 設 か らの排 出 につ いては,硫 酸 生

産 量 に製 造 過 程 で硫 酸 とな らず にSO2と な る割 合 を

掛 け る こ とに よ り,ま た非鉄 金属精 錬施 設 か らの排 出

につ いて は,銅,亜 鉛,鉛,錫 の生 産 量に各 生産 量単

位 量 当 た りのSO2排 出 量 を掛 け る こ とに よ り,そ れ

ぞれのSO2排 出量 を算 出 した。

3. 排 出 量 推 計 手 法

3.1 燃焼 施設 ・非 生産 部 門か らの排 出

3.1.1 日本 に おけ るエネル ギ ー使 用 量

工業部 門:IEA6)に よる国別 総 燃料 使 用 量 を前 述 の

排 出係 数 表 中の消 費部 門,燃 料種 別 の分類 に従 って再

整理 した。 本推 計 では この排 出係 数表 中 にあ る工 業 部

門の 内,鉄 鋼 業,化 学 ・石 油化 学工 業,非 鉄 金属 工 業

以 外 をすべ て その他 の工 業 として取 り扱 って い る。 次

に,こ の値 を人 口10万 人以 上 の都 市7)を 対 象都 市 と

して,通 産 省 の工 業 統 計 表8)の1995年 の デー タ を参

考 に,各 都 市 の工 業生産 額 に比例 して各都 市 に配分 し

た。 対象都 市 人 口の合 計が 日本全 人 口に 占め る割合 は

約63%で あ るが,主 要 な都 市 を含 ん で お り,グ リッ

ドの大 きさが60km×60kmで もあ るの で,ほ ぼ地域

分布 を再 現 で き るもの と考 えて いる。

発 電 ・エ ネル ギー転 換部 門:発 電 部 門に関 しては,

発電 施 設の地域 分布 を考 慮 す るため に,火 力発 電所 の

位 置 とその設備 容 量 を海 外電 気事 業 統 計9)か ら得 た。

更 に 日本 に お け る発 電 部 門 燃料 使 用 量 に つ い てIEA

資料6)を 用 い,こ れ を各発 電所 が位 置 す る格 子 に その

設備 容 量 の比 で配分 した。 その他 のエ ネル ギー転 換部

門に関 して は,工 業部 門 と同様 に 国別 総 燃料使 用 量 の

デー タを排 出係数 表 中で分 類 され てい る部 門 ご との値
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に整理 して用 い た。

非生 産 部門:輸 送 部 門 として 自動車,鉄 道,船 舶 の

3項 目に分 類 して推 計 した。 自動車 につ い ては総 務庁

発 行 の統 計 資料10)を 参考 に,自 動 車 保 有 台数 に よ る

重み付 け を行 っ て県単位 の燃 料消 費量 を求 め,そ の後,

都 市別 人 口の値 を用 いて各都 市 ご との消 費量 を求 め た。

鉄 道,船 舶 につ いては運 輸省 に よ る1997年 の貨 物 ・旅

客 調査 デ ー タ11)を参考 に して,貨 物 ・貨客 量 に比例 し

て各 県 に配分 し,そ の後,人 口比 に よ り各都 市へ の配

分 を行 った。 またその他 の部 門 として住 居 ・商業 か ら

の排 出 を考 慮 し,人 ロデー タ を用 い て各都 市 に配分 し

た。

3.1.2 中 国 ・台 湾 に おけ る燃 料使用 量

工 業 部 門:総 燃 料 使 用 量sIEAに よ る1995年 の

Non-OECD諸 国 に関す るエ ネ ル ギ一統 計 資料12)を 用

い た。これ に 中国に おけ る産業 連 関表 中13)の燃料 消 費

割合 を掛 け合 わせ,消 費部 門別,燃 料種 別 の燃料 消 費

量 を求 め た。 更 に,総 燃料使 用量 の 内の揮 発油 の消 費

割合14)も 考 慮 した。 そ の後,日 本 の場 合 と同様 に 省

ご との工 業生産 額 に応 じて各 省 の消 費量 を求め,人 口

10万 人 以上 の都 市 の存 在 す る格 子 に そ の 人 口比 で 配

分 した。 中 国に関 しては,都 市 の規模 が大 きい こ とも

あ り対 象都 市 人 口の合 計 が 中国 全 人 口の約90%を 占

め る。

発 電 ・エ ネル ギー転換 部 門:発 電部 門に関 して も,

総 燃料 使 用量 は IEA資 料12)を 用 い,日 本 の場 合 と同

様 に発電 所 の位 置 と設備 容 量 を海外 電 気事 業 統計9)か

ら得 て,発 電 所 が位 置 す る格子 に その設備 容 量の 比で

配分 した。 その他 の エネ ル ギー 転換部 門に関 して は,

工業 部 門 と同様 の手法 を用 い てい る。

非 生産 部 門:中 国 ・台湾 に 関 して も,輸 送部 門 と し

て,自 動 車,鉄 道,船 舶 の3つ につ い て考 慮 した。省

ご との車 保有 台数 貨 物 ・貨客 量 の デー タ15)を用 い て

各省 ご との 燃料 消費 量 を求 め,更 に人 口比 で各都 市 に

配分 した。 また,住 居 ・商 業 か らの排 出につ い ては人

口比 で配分 した。

3.1.3 その他 の諸 国

本推 計 で対象 と した領域 には,韓 国,北 朝鮮,モ ン

ゴル,ベ トナ ム,ロ シア沿海州 な ども含 まれ る。 これ

らの諸 国 に関 して も,IEAに よるNon-OECD諸 国 に

関 す るエ ネ ル ギー 統 計 資 料12)を 用 い,日 本,中 国 と

同様 に工業 部 門,発 電 ・エ ネル ギー 転換 部 門,非 生産

部 門 のエ ネル ギー使 用量 か ら国全体 の排 出 量 を得 た。

消 費部 門 の分 類 は,長 距離 輸 送 モデルへ 適用 す る際 の

利 便性 を考 慮 して,排 出源高 度が 異 な る と考 え られ る

工 業,発 電 とその他 の3つ に分 類 して整 理 す るこ とに

し,総 燃料 使用 量 を10万 人以 上 の都 市 を対 象 と した

人 口比 に よって各都 市 へ配分 した。 これ らの 諸国 につ

いては,燃 料使 用 量 につ いての分 類 が,本 研 究 で用 い

た排 出係 数表 の分 類 と異 な ってい るため,日 本,あ る

いは 中国の燃 料使 用特 性 と同 じで あ る と仮 定 して,各

部 門燃料種 別 の使 用量 を求 め た。以下 に 国 ご との 詳細

な推 計 手法 につ いて述べ る。

韓 国,北 朝 鮮:韓 国は近年 急 激 な発 展 を遂 げて きた

工業 国 で あ るこ ともあ り,そ の 燃料消 費特 性 につ いて

日本 と同 じ消 費燃 料種 比 を もつ と考 えて排 出係 数表 中

の各 部 門,燃 料種 ご との燃料 使用 量 を求 め た。 発電 部

門に関 して は,発 電所 の位 置 とその 設備容 量 のデー タ

を得 たの で発 電部 門 を単独 で考慮 し,こ れ を発 電所 の

存在 す る格子 へ配分 した。 非生産 部 門 として 自動車,

鉄道,船 舶,住 居 ・商 業 の4つ につ いて 燃料 消費 量が

得 られ て い る。船 舶 に関 して は 日本,中 国,台 湾 と同

様 に 自国の港 で それ らが消 費 され てい る と考 え てい る

が,貨 物 ・貨客 量 の 資料 が得 られ なか った ため,人 口

比 で各格 子へ 配分 した。北 朝鮮 に関 しては燃料 消 費特

性 は 中国の もの を適用 して各部 門,燃 料種 ご との 燃料

使用 量 を求 めて い るが,非 生産 部 門に関 して 自動 車,

住 居 ・商業部 門か らの燃料 消 費量 のみが得 られ てい る。

ロシア,そ の他:ロ シアは広 い 国土 を持 ち,そ のエ

ネル ギー利用 特性 に 関 しては地 域 に よ り異 な るこ と も

考 え られ るが,本 研究 では対象 領域 内 で消費 され る燃

料使 用 量 を ロシア総 人 口に対す る対 象領域 内人 口の比

と等 しい として求 め た。更 に,各 燃 料種 の使 用比 につ

いて 日本,中 国 とは異 な る と考 えたため,そ の比 につ

いて 国連統 計 資料14)を 参 照 して 燃料 使 用量 を求 め た。

ロ シアに 関 して も非 生産部 門 と して 自動 車,鉄 道,船

舶,住 居 ・商業 部 門すべ て につ いて考慮 してお り,そ

の格子 へ の配分 方法 は人 口比 を用 い てい る。 また,本

研 究 で用 い た排 出係 数表 は ア ジア 地域 に適用 す るこ と

を目的 と した もの であ るが,ロ シア に関 して もこの排

出係数 表 を使用 す る こ とと し,こ の表 の区分 に従 って

燃料使 用量 を求 め てい る。ベ トナ ム に関 して も同様 の

手法 を用 いて燃 料使 用量 を求 め たが,非 産部 門に関 し

て は 自動車 部 門 と生 活部 門 におけ る燃料 使 用量 のみ が

得 られて い る。 モン ゴルに関 しては その 国総 燃 料使 用

量 を資料14)か ら得 て い るが,こ の資 料 では各 燃料 の

消費部 門につ いて の資料 が得 られ な いため,中 国 の燃

料 使 用特性 に よ り各 消 費部 門へ振 り分 け た。

これ らの手 法 につ いて は まだ荒 い点 が 多 く今 後検 討

の必要 が あ るが,必 要 な資料 の入 手が 困難 で あ り,ま

た対 象面積 が小 さ く該 当格 子数 が少 な いこ とに よ り,

東 ア ジア地域全 体 と して は大 きな影響 を及 ぼ さな い と
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Table 1. Energy consumption in each country.

考 えた。

3.1.4 燃焼,非 生 産 部門 か らのSO2排 出量

以上 の手 法 で各格 子 あた りの燃料 使用 量 を算 出 した。

Table 1に 各 国毎 の 燃料種 別使 用量 をま とめ た。 こう

して得 られ た硫 黄消 費 量 に,科 学 技術庁 の排 出係 数5)

を掛 け て 燃焼 施 設 と非 生産 部 門か らのSO2排 出量 を

算 出 した。 この排 出係数 表 は排煙 脱硫装 置 が ない場合

を想定 して作成 された もの であ り,日 本 につ いては こ

れ を用 いてSO2排 出 量 を求 め た 後,排 煙脱 硫 率5)を

掛 け て脱 硫 に よ る効果 を考 慮 した。東 野 ら3)s中 国 に

つ いて も脱硫 の効 果 を取 り入れ て い るが,本 格 的 な脱

硫 装 置 の導入 は ほ とん ど進 ん でい ない と考 え られ る こ

と16),ま た用 いた排 出係数 が脱硫 対 策が な い と仮 定 し

た と きに 設定 され た値 であ る こ と,削 減 率 に関す るデ

ー タが得 られ なか った こ とな どを考 慮 して
,本 研 究 で

は この効 果 を取 り入 れて い ない。今 後 は,中 国 な どア

ジア諸 国に おい て も,よ り簡便 で コス トの低 い脱硫 技

術 の開発,導 入が され て い くと思 われ るが,そ れ らが

導入 されて い くこ とに よ り,こ の排 煙脱硫 に よる削減

率 を推計 に反 映 させ て い くこ とが必要 で あ ろ う。

またSO2排 出量 を求 め るに 当 た り,各 国 燃料 中 の

硫 黄含 有率 を決 め る必要 が あ る。硫 黄含 有率 につ いて

は地域 に よ る差 が大 きいため,国 ご とに含有 率 を定 め,

また 中国 で使 用 され る石 炭 中 の硫 黄含 有率 に関 して は

更 に省 別 に与 えた。 この値 につ い て は 科 学 技 術 庁 資

料5)の 値 をその まま使 用 してい る。

3.2 硫酸 製造 に伴 う排 出

硫 酸 製 造プ ラ ン トで はSO2の95～98%程 度 は硫 酸

に な るが,残 りの2～5%は 硫 酸 に な らず に大 気 中へ

放 出 され る。 日本 で は二 重 接 触一 二 重 吸 収 プ ロ セ ス

(ダブ ル コン タ ク ト法)と 呼 ばれ る,新 た に生 成 され

る三酸 化硫 黄 を除去 し,触 媒 の性 能 を向上 させ る手 法

が 多 く用 い られ,一 部 で排 煙脱 硫 も行 われ るの で,硫
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Table 2. SO2 emission from each country with various types of fuels.

酸製 造 量100t当 た りのSO2の 排 出 量 は1.2tと な っ

て い る。韓 国 で もダブ ル コン タ ク ト法 が若 干用 い られ

て い るため2.0tと し,中 国 につ いて は3.3tと した5)。

他 の 国 につ いて は考 慮 して い ない。各 国 の最 新 の硫 酸

製造 量 は国 連 統計 資料17)よ り求 め,硫 酸 製 造 に伴 う

SO2の 排 出量 を推 計 した。

3.3 非 鉄金属 精 練施 設か らの排 出

国 連 統 計 資 料17)中 の 銅,鉛,亜 鉛,錫 の 生産 量 デ

ー タ を用 い た。

銅,亜 鉛 等 の非鉄 金属 精練 の際 に,SO2が 放 出 され

る。近 年,日 本 では排 ガス をほ とん どすべ て 回収 し硫

酸製造 に用 いて い るが,以 前 よ りか な りの放 出が あ っ

た と考 え られ る。これ に伴 うSO2の 排 出量sAkimoto

et al.2)と同様 の 手法 で求 め た。 硫 酸 製造 に伴 う もの

と同様 に,日 本,中 国 と韓 国の みにつ い て考 慮 した。

更 に国 ご とのSO2発 生 量 か ら,硫 酸 製 造 の為 に 回

収 され るSO2の 量 を差 し引 い てSO2排 出 量 を求 め た。

硫酸 製 造 の ため に回収 され る割合 は科 学技 術庁 資料5)

を用 いて い る。

4. 結 果 と検 討

4.1 推計結 果

Table 2は 日本,中 国,台 湾,韓 国,北 朝鮮 につ い

てSO2排 出量 を燃 料種 別 に示 した もの で あ る。 日本

に関 して は石 油 か らの排 出が 約62%で 一番 大 き くつ

いで石 炭 か らの もの が33%と な って い る。一 方 中 国

にお い て は石 炭 か らの排 出 が圧 倒 的 に大 き く,約92

%を しめ る。 韓 国は 日本 と同様 の傾 向 を示 し,石 油,

石 炭 の 占め る割 合 が そ れ ぞ れ72%, 27%で あ り,ガ

スか らの排 出は ほ とん どない。 北朝鮮 に関 して は中 国

と同様 に石 炭 に よる ものが ほ とん ど(93%),台 湾 に

つ いて は石油 か ら57%,石 炭 か ら40%と なって い る。

対象 地域 の 多 くを占め る中国 のエ ネル ギー消 費が か な



440 大気環境学会誌 第34巻 第6号 (1999)

Table 3. SO2 emission from each country with various types of source categories.

り石炭 に依 存 してい るこ と,石 炭 は他 の燃料 と比較 し

て硫黄 含有 率 が大 きい ため,東 ア ジア地 域全体 として

石 炭 に よ るSO2汚 染 へ の寄 与 は 非に に大 きい とい え

る。

Table 3は 各 国 のSO2排 出 量 を燃 料 消 費 部 門別 に

示 した もの で あ る。各 国 とも発 電部 門か らの排 出 が大

き く,特 に 中国 で約33%,韓 国 で は約49%を 占め る

結果 とな ってい る。 この数字 に 関 しては,韓 国にお け

る発 電 部 門か らの排 出割合 が 高 い な ど,外 岡18)の 推

計結果 と異 なって い る。 本推 計 では,外 岡の結果 と比

較 して発 電部 門か らの排 出量 が2倍 以上 であ るのに対

し,工 業 部 門 か らの排 出量 が約60%程 度 と見積 もら

れ て い る。 この 原 因 として,資 料 に よる燃料 消費 量の

差 以外 に排 出係数 に よ る影響 が 大 きい と考 え られ る。

発電 部 門 と,工 業 部 門の主 た る消費部 門で あ る化 学 ・

石 油化 学工 業部 門に おけ る燃 料消 費 量 の比 が約1:25

で あ るの に,発 電部 門の主消 費燃 料種 で あ る重 油 の排

出係数 と石 油化 学工 業 の主燃 料消 費種 で あ るナ フサ17)

の排 出係数 の比 が20:1で あ るこ とに よ り生 じた結果

であ る。今 後,こ の排 出係 数 の見積 も り誤差 に よる推

計排 出量の評 価 を行 って い く必要が あ る と思 わ れ る。

更 に これ を工 業,発 電,非 生産部 門(輸 送 ・生活)の

3つ に再整 理 した結 果 がTable 4で あ る。 国 に よ りそ

の寄 与 の割合 が異 な ってお り,日 本 に関 しては工業 以

外 に非 生 産 部 門 に よ る排 出 が 比較 的 大 き く,ま た 中

国 ・台湾 は工業 と発 電部 門 に よる寄与 が大 きい こ とが

分 か る。特 に 中国 にお いて は脱 硫対 策 が まだ進 ん でお

らず,ま た火力発 電 の 内石 炭 火力 が 占め る割 合 が非常

Table 4. SO2 emission from each country with various

types of sectors.
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Table 5. SO2 emission from non-ferrous metal smelting and

sulfuric acid production.

Fig. 2. Sulfur dioxide emission with 60 km•~60 km grid resolution (1995).

に高 い(約95%)こ とが 原 因で あ る と思 われ る。 また,

韓 国 に関 して は発電 部 門の寄 与が一 番 大 きい点 が特徴

であ る。

また 日本,中 国,韓 国 につ いて硫 酸 生産施 設 と非鉄

金属 精錬 施 設か らの排 出量 を ま とめ た もの をTable 5

に示す 。 中国 に関 して は これ ら2つ の排 出源か らの排

出量 はほ ぼ同程 度 であ るの に対 し,韓 国 では5.3倍,

日本 に お いて は17倍 硫 酸 製造 に伴 う排 出が 大 き くな

つて い る。

これ ら を加 え た もの が総SO2排 出 量 で あ り,更 に

整 理 して 排 出量 の 地 域 分 布 を見 る ため に60km×60

kmメ ッシュの トー ンマ ップ に した もの をFig.2に 示

す。 これ に よ ると中国 中南部 四 川省 の中心付 近 と中国

東 部 に排 出量 の大 きい地 域 が集 中 してい る結果 に なっ

てい る。 この理 由 としては,四 川省 は石炭 中の硫 黄 含

有 分 の値 が 最 も大 き く(3.19%),更 に 人 口が 多い 省

(中国全 土 の約1割 を しめ る)で あ る こ と,山 東,江

蘇 省 は東 シナ海 沿岸 地域 に位 置 し,産 業活 動が 盛ん な

地域 で あ るこ と,人 口が 多い こ と,ま た沿 岸地 域 に位

置す る省 の 中で は石 炭 山の硫 黄含 有分 が比 較的 高 い こ

とな どが考 え られ る。 また,火 力発電 所 の存在位 置 か

らのSO2排 出量 が 大 き く,SO2排 出の 地域 分 布 に 大

き く影響 を与 え てい る。

4.2 従 来の 推計 結果 との 比較

次 に従 来 の推計 結果 と比較 検討 を行 った。 ただ し,

Akimoto et al.の 推計 につ い ては これ を国別 の排 出量

に整 理 したKato et al.19)を参照 した。Kato et tl.の

推 計 で は1987年 の 日本,中 国,台 湾,韓 国,北 朝 鮮

のSO2排 出 量 が そ れ ぞれ1.14,20.0,0.61,1.29,

0.33(Tg/y)と な っ て い る。 ま た東 野 らの推 計3)で

は 中 国 の1990年 に お け る年 間 のSO2排 出 量 は21

(Tg/y)と なって い る。本 推 計結 果か ら 日本 中 国,

台湾,韓 国,北 朝 鮮 で の年 間排 出量 はそ れ ぞれ1.18,

28.2,1.01,1.33,0.15(Tg/y)と な って お り,対

象領 域全 排 出量 の内 中 国の 占め る割 合 は88%で あ る。

以 上 よ り,特 に 中国,台 湾 にお いて は,脱 硫 対 策が

わずか に では あ るが行 われて い るこ とを考 慮 して い な

い とは い え,排 出量 の増加 傾 向に あ るこ とが分 か る。

こ こで,東 ア ジア地域 におけ る硫 黄化 合物 排 出量 に大

き く影 響 を及ぼ す と思 われ る各 国の石 炭 消 費量6.13)の

推 移 をFig.3に 示 す。1992年 以 降 中 国,台 湾,韓 国



442 大気環境学会誌 第34巻 第6号 (1999)

Fig. 3. Total coal consumption from 1986 to 1995 in Japan, China, Taiwan, South Korea, and North
Korea.

に おい ては石炭 消 費量 の増加 が示 されて お り,特 に中

国 にお いて は急激 に増加 してい る こ とが 明 らか で あ る。

過 去 の研 究 におけ る推計 結果 よ りも排 出量 が増加 して

い るこ とは,こ れか ら も説 明で き る。 また本 研究 で は,

北 朝鮮 に おけ る排 出量が減 って い るが,未 考慮 の発生

源 が存在 す る可能 性 もあ る とはい え,石 炭 使 用量 の減

少 に も原 因が あ る と思 われ る。 したが って,東 ア ジア

地域 の硫 黄 酸化物 排 出量 は,石 炭消 費量 で あ る程度 説

明 で きる とい える。

中国 にお け る排 出量 の地域 分布 につ い ての定 性的 な

傾 向につ いて はAkimoto et al.の 推 計 とも東野 らの

推 計 とも大 きな違 いが な く,特 に中 国四川省 付近 と中

国東部 沿岸 地域 に大 きな排 出量が 見 られ る結 果 を示 し

た。

5. 結 論

本研 究 では,硫 黄化 合物 の長 距離 輸送 モデ ル に よる

解析 の 際の 入力 デー タ と して使 用 され るこ とを目的 と

して,東 ア ジア地 域 におけ る60km×60kmグ リッ ド

上 でSO2の 新 しい排 出量 推 計 を行 い,地 域 的 な排 出

特 性 につ い て検 討 す る とと もに,従 来 の研 究 との比較,

燃料 消費 量の変 化 を調べ るこ とに よ り,硫 黄酸化 物排

出量 の経年 変化 につ い て も検 討 した。 以下 に その成果

を ま とめ る。

・日本
,韓 国 で は石 油 に よ るSO2排 出量 が 多 い の に

対 し,中 国 では石炭 か らの排 出が圧 倒 的 に多 く,こ

れが 東 ア ジア地 域 に お け るSO2排 出量 を支 配 して

い る。

・燃料消 費部 門別 の排 出量 につ い て検 討 した とこ ろ
,

日本 にお いて は工 業部 門以外 に非 生産 部 門か らの排

出が大 きな割合 を占め るの に対 し,中 国,台 湾 な ど

では発 電部 門の寄 与 が大 きいこ と,韓 国 では発電 部

門が最 も大 きな排 出源 とな ってい る こ とが 明 らか に

なっ た。

・過去 の推 計結 果 と比較検 討 した結 果
,東 ア ジア地 域,

特 に 中 国,台 湾 で のSO2排 出量 は年 々増 大 して い

る と考 え られ る。 これ は,燃 料消 費 量,特 に石 炭消

費量 の経年 変化 と同 じ傾 向 を示 して い る。

現 在 の推計 手法 に おい ては,利 用 で き る資料 が 限 ら

れ てい る こ ともあ り,そ の得 られ た数 値 に誤差 が含 ま

れ てい る可能性 は否定 で きな い。 今 後,エ ネ ル ギー統

計資料 の整 備 と ともに,そ れ を補 う ヒア リング調査 な

どに よ りこの イ ンベ ン トリー が高精 度 化 され てい くも

の と思 わ れ る。 また,本 研 究 で は,植 物燃料,航 空機

か らの排 出な どを考 慮 に入れ て いな いが,今 後 これ ら

を含 め た推 計 を行 って い く とともに,推 計結 果 の誤差

評価 につ いて も検 討 して い くこ とを考 えて い る。 本研

究 は,更 に発 展 させ,得 られ た推計 結果 を長 距離 輸送

モデル に取 り込 んだ,東 ア ジア地域 の硫 黄酸化 物 の動

態解 析 ・影響 評価 の研 究へ進 め て い く予定 であ るが,

この定量性 評価 に関 して評価 す る際 に は,こ の誤差 の

評 価 も重要 な意義 を持つ と考 え られ る。

本研 究 の結果 よ り,東 ア ジア地域 では大 気汚染 物 質

排 出量 は今 後 も増加 してい くこ とが予 想 され る。地域
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全体の大気環境問題の解明 ・影響評価および対策の策

定のために,今 後の排出量推計を継続して行い東アジ

ア地域における大気汚染物質排出量データベースとし

て整備していく必要があると思われる。
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Estimate of Anthropogenic Sulfur Dioxide Emission in East Asia

Kouhei YAMAMOTO, Masashi HOSHINO, Tomohiro YOSHIDA and Mikio KASAHARA

Graduate School of Energy Science, Kyoto University, Gokanosho, Uji 611-0011, JAPAN

An emission inventory model for sulfur dioxide (SO2) is employed for long-range transport of sulfur
compounds in East Asia. Emissions from industrial plants, acid productive facilities, electric power plants,
and transportation and domestic households are known sources of SO2 emission. Emissions from China
account for 88% of all the SO2 emission in East Asia, so the characteristics of SO2 emission strongly depend
on energy utilization in China. In Japan and South Korea emissions from transportation and domestic
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households are comparably large, but in China industrial facilities and electric power plants are the main

sources of SO2. Especially in China and Taiwan the total amount of SO2 emission has been increasing over

the last decade. This trend is attributed to the increase of coal consumption in East Asia.

Key words: emission inventory, sulfur dioxide, energy consumption, East Asia


